
優先的検討の考え方（案） 
１．優先的検討とは 

優先的検討とは、公共施設等の整備等の基本構想、基本計画等の策定や公共施設等の運営等の方針の見直し

を行うに当たって、多様な PPP/PFI 手法の導入が適切かどうかを、自ら公共施設等の整備等を行う従来型手法

に優先して検討することであり、平成２７年１２月に内閣府政策統括官および総務省大臣官房地域力創造審議

官の連名により都道府県および政令指定都市宛てに、「優

先的検討規程（多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入が適切か

どうかを優先して検討するための手続きおよび基準等）」

の策定が要請されている。

本市はこれまで、新事業手法導入実務指針等に基づき、

PPP/PFI 手法の導入の可能性を検討してきたところであ
るが、今後、民間活用を行う事業分野を広げ、より一層の

民間活用を推進する観点から、改めて事業分野毎の優先的

検討の考え方を整理する。

２．優先的検討の対象事業の考え方について 

（１）ソフト事業および内部管理事務における考え方 

ソフト事業および内部管理事務については、事業内容の変更や事業を取り巻く状況変化など、民間活用検

討のタイミングを一律に判断することは困難であることから、事業の状況に応じて個別に検討を行うことと

する。

（２）施設整備・管理運営事業（ハード事業）における考え方 

施設整備・管理運営事業（ハード事業）については、金額や規模等で限定せず、原則すべての案件を対象

とし、国が示す「優先的検討指針」のフロー（簡易な検討→詳細な検討）に従い検討を進める。

ただし、指定管理者制度導入施設など既に民間活用を行っている施設や民間の創意工夫の余地が限定的と

考えられる施設（道路、河川等の整備・維持補修、学校の増築など）については、運営・維持管理方針等の

見直し（直営からの切り替えや指定管理者の指定期間の切り替えなど）や民間の新技術の開発、法改正など

の適切な時機を捉えて個別に検討を行うこととする。なお、単独では民間の創意工夫の余地が限定的であっ

ても、バンドリングにより創意工夫の余地が広がる可能性があることに留意する。

（３）公有財産利活用事業における考え方 

未供用の公有財産（現時点で当面、本市による利用予定がないもの）については、面積 100 ㎡以上の案件

を対象とし、優先的検討を行う。

100 ㎡未満の未供用の公有財産については、立地条件等を踏まえ、個別に検討を行うこととする。

供用中の公有財産（近い将来、本市による利用予定があるものを含む）については、民間活用のタイミン

グを一律に判断することが困難であることから、事業の状況に応じて個別に検討を行うこととする。

事業分類 優先的検討の考え方 

ソフト事業／内部管理事務 事業内容の変更時期など適切な時機を捉えて個別に検討

施設整備・管理運営事業

（ハード事業）

原則すべての案件を優先的検討の対象とする（既に民間活用を行っている施設等に

ついては、運営・維持管理方針等の見直しなど適切な時機を捉えて個別に検討）

公有財産利活用事業 未利用の 100 ㎡以上の公有財産（土地および建物）はすべて対象とする。

未利用の 100 ㎡未満の公有財産および供用中の公有財産については、事業の状況に

応じた適切な時機を捉えて個別に検討。

（出典）内閣府「ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討指針の概要」
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②民間活用の可能性検討／採用手法の検討／簡易な検討 

STEP1 ：機能の多目的化・複合化や地域課題解決の方向性を踏まえつつ、官民対話により幅広く民間活用手法
の可能性を探る。

STEP2 ：事業の期間、特性、規模等の方向性を踏まえ、民間活用手法の中で、適切な PPP/PFI手法を選択（ひ
とつの手法を選択することが困難な場合は、複数の手法を選択する）

STEP3 ：従来手法と民間活用手法の費用（年度別事業費および総事業費）の比較のほか、民間ノウハウの発揮
の余地、事業者の参画可能性等について検討を行う。

①周辺状況の把握／機能の多目的化・複合化等の方向性の整理 

行政として検討を始めた導入機能以外の、施設周辺の状況（地域課題・地域ニーズ・既存施設等の機能など）

を把握した上で、機能の多目的化・複合化の方向性（最適化案）、地域課題解決の方向性の整理を行う。

３．計画策定等および優先的検討の流れと評価方法 

③詳細な検討 

費用面での詳細な定量的検討（VFM の算出等）や、PPP／PFI 手法を導入した際の効果と課題、リスク分担、
事業スケジュール、事業者の参画可能性、その他公募条件等について詳細な検討を行う。

基本計画等策定検討開始

事業方針（基本構想等）検討開始

基本計画等策定

Step2 採用手法の検討

Step3 簡易な検討

Step4 詳細な検討

事業の位置づけ、目的

導入機能・規模

概算事業費

検討結果

の反映

Step5 評価結果の公表

Ｐ
Ｐ
Ｐ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ

【事業の流れ】 【優先的検討の流れ】 

Step0-2 周辺状況の把握／機能の多目的化・複合化等の方向性の整理

【官民対話】 

検討結果

の反映

事業方針（基本構想等）策定

導入機能（具体化）

施設計画（配置・規模）

運営計画（内容・体制）

維持管理計画

反映

Step0-1 整備・管理運営の事由／未利用地の発生・対応検討

Step1 民活可能性の検討

※政策決定 

※政策決定 

①

②

③

築年数：45年
劣化度：中
余剰多数

築年数：50年
劣化度：高
駅徒歩 10分

           不足
保育所 不足

築年数：30年
劣化度：低
余剰容積あり

老朽化の顕在化（施設所管で判断）

↓

建替 or大規模改修の検討
↓

施設整備の基本計画等の策定

↓

施設単体で対応

老朽化の顕在化（制度所管部局で判断）

↓

施設周辺の他の施設の状況や

地域ニーズ等の分析を含めた検討

↓

複数施設の最適化計画等の策定

↓

施設の多目的化・複合化等

取組イメージ
≪これまで（点で考える視点）≫ 

≪これから（面で考える視点）≫ 

≪簡易な検討内容≫ 

 ①定性的評価 

民間事業者との対話により、【Step2採用手法の検討】で検討した手法が適切か、民間ノウハウ発揮の

余地の有無、事業者の参画可能性の有無等を確認する。

 ②定量的評価 

  対象事業の整備費、維持管理費、運営費、利用料金収入等について、年度別事業費および総事業費の

概算積み上げを行い、従来手法の場合と民間活用手法の場合の費用を比較する。

≪詳細な検討内容≫

  事業範囲（行政が担う範囲と民間事業者が担う範囲）、類似事例、事業手法（DBO or BTOなど）、事業
費、収益、リスク分担（リスクの抽出とその官民分担）、モニタリング方針、課題や懸念事項、事業スケジ

ュール、その他公募条件等について詳細に検討を行った上で、以下の方法により評価を行う。

 ①定性的評価 

民間事業者との対話により、事前に行政側で検討した公募条件等の内容や事業者の参画可能性を確認

し、必要に応じて意見の採用を検討する。

 ②定量的評価 

  自ら公共施設等の整備等を行う従来型手法による場合と、採用手法を導入した場合における詳細な費用

（ＶＦＭ及び年度別事業費、総事業費）を比較し、採用手法導入の適否を定量的に評価する。

多目的化・複合化等 


